
諮問第186号の答申 

海面漁業生産統計調査の変更について（案） 

本委員会は、諮問第186号による海面漁業生産統計調査の変更（令和６年調査(注１)以降の調査に係

る変更）について審議した結果、下記のとおり結論を得たので、答申する。 

（注１）令和６年を対象に実施する調査 

記 

１ 本調査計画の変更 

（１）承認の適否

（２回目の部会結果を踏まえて追加）

（２）理由等

ア 行政記録情報等の活用に伴う計画の変更

（ア）報告を求める事項（調査事項）の削除

ａ 本申請では、行政記録情報等を活用することにより、図表１のとおり、海面漁業漁獲

統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用）（以下「漁業調査票」という。）において設け

ている「操業水域」（注２）を削除するとともに、操業水域別の集計については、従前どお

り継続する計画である。 

（注２）「操業水域」とは、国際連合食糧農業機関（FAO）が定める世界の水域区分。日本周辺の海域は「太

平洋北西部」に区分され、ほかに、インド洋（東部・西部）や大西洋（北東部・北西部・中東部・中

西部・南東部・南西部）などの区分が設けられている（別紙１を参照）。 

図表１ 漁業調査票の変更 

現 行 変更案 

ｂ 漁業調査票においては、従前から、海産物が世界のどの海域で獲れたものであるのか

を把握するため、「操業水域」を調査事項として設け、報告者である水揚機関及び漁業経

営体に対して、操業水域別に、漁業種類（漁業の方法）別・魚種別の漁獲量の報告を求

めている。 

  しかし、様々な船舶による漁獲情報を操業水域ごとに整理して報告することが、報告

者はもとより、調査票の内容確認又は聞き取りを行う統計調査員においても、大きな負

担になっているほか、農林水産省においても、調査票の審査や補完に相当の事務負担が

削除 
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生じていた。 

ｃ 一方、漁業経営体に対しては、水産資源の確保等の観点から、漁業法（昭和24年法律

第267号）に基づき、様々な業務報告が求められており、大臣許可漁業（注３）に係る漁獲

成績報告書（以下「漁績報告書」という。）については、電子化の進展により、これまで

より簡便にデータを用いることが可能な状況となっている。 

  そして、日本近海（別紙１の「太平洋北西部」）以外の海域で行う漁業については、全

て大臣許可漁業（注４）であり、漁績報告書により船舶ごとの操業水域の情報が得られる一

方、大臣許可漁業以外の漁業については、操業水域が太平洋北西部に限定されることか

ら、調査事項を存続させる理由は乏しくなっている。 

（注３）「大臣許可漁業」とは、漁業法第36条第１項に基づいて、農林水産大臣の許可を得て行う漁業をい

う。許可は船舶ごとになされる。 

（注４）太平洋北西部で行われる大臣許可漁業もある。 

ｄ 今回予定されている変更は、このような状況を踏まえ、行政記録情報等の活用を前提

として、漁業調査票の「操業水域」を削除しようとするものであり、 

① 報告者及び統計調査員を含む調査実施者双方の負担軽減を図り、調査の効率化に

資するものであること 

② 操業水域別の集計は、従前どおり継続されること

から、適当である。 

（イ）漁業経営体の一部についての報告の免除

ａ 大臣許可漁業に係る漁績報告書においては、前記（ア）に記載した「操業水域」だけ

でなく、漁業種類及び魚種別漁獲量についても報告が求められているが、これらの情報

についても、電子化の進展により、データ活用が容易になっている。 

そこで、本申請では、行政記録情報等を活用する一環として、漁業調査票の報告者で

ある漁業経営体のうち、大臣許可漁業のみを行っている漁業経営体については、漁績報

告書の内容で本調査の報告内容が代替できることから、原則として、本調査の報告を求

めないことを計画している。 

ｂ これについては、行政記録情報等の活用により、報告者負担の解消を可能な範囲で図

ろうとするものであることから、おおむね適当である。 

ｃ ただし、･･･（調査計画の文言修正などについては、２回目の部会結果を踏まえて追加） 

（ウ）本調査の実施の際に活用する行政記録情報等の追記

ａ 本調査については、従前から、審査・集計等において活用可能な行政記録情報等を調

査計画に明記しているところであるが、本申請では、内水面漁業の振興に関する法律（平

成26年法律第103号。以下「内水面漁業法」という。）第29条第１項に基づく農林水産大

臣に対する報告についても、活用できる情報の一つとして、調査計画に追記する計画で

ある。 
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ｂ 近年、海に面しない内陸において、海面と同様の生育環境を整備した養殖場を設置し 

て海水魚等を養殖するなど、新たな手法を取り入れた養殖業（以下「海水陸上養殖業」

という。）が営まれ始めている。 

このような状況を踏まえ、農林水産省は、海水陸上養殖業を、内水面漁業法に基づき、

農林水産大臣に届出を要する業態と定めるとともに、その実績報告（以下「法定報告」

という。）についても義務づけ、令和５年度分以降、順次、農林水産大臣に報告される予

定である。 

 そこで、農林水産省において、法定報告についても、本調査の審査・集計において活

用するため、調査計画に明記したいとしているものであり、新しく活用可能となった行

政記録情報等を、調査計画上、明確にするものであることから、適当である。 

ｃ ただし、この変更を審議する過程で、統計整備の観点から、以下のような指摘がなさ

れた。 

本調査は、海産物の漁獲・収獲の状況を把握する調査であることから、従前から、

地域的範囲を、基本的に「海面に沿う市区町村」（以下「沿海市町村」という。）とし

てきた。そのため、沿海市町村の域内であれば、海水陸上養殖業の状況についても把

握されている。しかし、海に接しない市区町村（以下「内陸市町村」）については、調

査対象地域に含まれないことから、内陸市町村で行われる海水陸上養殖業については

把握されていない。 

一方、別途行われている「内水面漁業生産統計調査」（一般統計調査）においては、

養殖業について、専ら「ます類」「あゆ」「こい」「うなぎ」の養殖（淡水での養殖）を

把握対象にしており、海水陸上養殖業は調査対象に含まれていない。 

以上から、現状では、海水陸上養殖業の国内全体の総量について、統計調査として

は、十分把握できていないと考えられる。 

ついては、新たな産業形態である海水陸上養殖業の実態把握については、今後の課題

として整理することとしたい。 

イ 調査実施期間の変更

a 現行の本調査では、調査実施期間について、調査対象年の翌年１月～３月としている（後

記ウに記載したかき類・のり類の養殖業を除く。）。これは、調査対象となる１年間（暦年）

の終了後に、調査票の作成・提出を求めることが合理的と考えられるためである。 

しかし、同じ県でも、魚種によって漁期が異なるほか、同じ魚種であっても、地域によ

り漁期が異なる場合があることから、これまでも、地域の実情に応じて、円滑な調査の実

施の観点から、調査実施期間の開始前から（調査対象年の途中から）報告者に接触する場

合などがあった。 

このような実態を踏まえ、本申請では、調査実施時期を１か月拡大し、調査対象年の12

月～翌年３月にする計画である。 

ｂ これについては、･･･（変更事項に係る判断については、２回目の部会結果を踏まえて追加） 
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ウ かき類・のり類の養殖業に係る調査周期等の変更

（ア）調査周期及び調査実施期間の変更

a 本調査は、前記イに記載したとおり、基本的に、暦年に係る実績について、１年に１度

まとめて報告を求める形で行われているが、海面養殖業に係る調査のうち、かき類・のり

類の調査に限っては、半期ごとに回答を求める調査として行われており、前期分（１月～

６月分）については７月～９月に、後期分（７月～12月分）については翌年１月～３月を

調査実施期間としている。 

このように半期ごとの報告を求めているのは、農林水産省内において、かき類・のり類

の調査結果について、「養殖年」（７月から翌年６月を1年とする。）としての利活用がある

ためである。 

b しかし、農林水産省は、本申請において、半期ごとに報告を求める方法を改め、半期ご

との情報について、暦年の終了後に、まとめて報告を求めることにする（調査の周期を半

年から１年に変更する）とともに、前記イの変更に合わせて、調査実施時期を、調査対象

年12月～翌年３月に変更する計画である。 

c これについては、･･･（変更事項に係る判断については、２回目の部会結果を踏まえて追加） 

（イ）集計事項の変更

a かき類・のり類の公表については、これまで半期ごとに報告を求めていたことを踏ま

え、図表３の「現行」のように行われていた。 

図表３ かき類・のり類の養殖に係る集計事項の変更 

公表の区分 現 行 変更案 

概要 

（Ｎ＋１年の５月

に公表） 

《100トン単位》 

◆年計

（前年（Ｎ年）の１～12月）

◆年計

（前年（Ｎ年）の１～12月）

◆半期別集計

（Ｎ年の前期・後期）

◆養殖年計

（Ｎ－１年の後期、Ｎ年の前期の計）

詳細 

（Ｎ＋２年の２月

に公表） 

《１トン単位》 

◆年計

（前年（Ｎ年）の１～12月）

◆半期別集計

（Ｎ年の前期・後期、Ｎ＋１年の前期）

◆養殖年計

（Ｎ年の後期、Ｎ＋１年の前期の計）

◆年計

（前年（Ｎ年）の１～12月）

◆半期別集計

（Ｎ年の前期・後期）

◆養殖年計

（Ｎ－１年の後期、Ｎ年の前期の計）

b しかし、前記（ア）に記載したとおり、調査周期の変更に伴い、調査実施時期が変更さ

れることで、これまで詳細の段階で活用できていた「Ｎ＋１年の前期」のデータが活用で

きなくなり（提出期限が３月であることから、２月の公表に活用できない。）、「養殖年計」

（Ｎ年の後期とＮ＋１年の前期の計）の公表が１年遅れになるなど、一部の集計につい

て、同等の集計の継続が困難となる。 

そこで、農林水産省は、図表３の「変更案」のとおり、詳細のみで公表していた「半期

別集計」と「養殖年計」について、概要でも公表することを計画している(調査の実施か

ら公表に至る全体のスケジュールの新旧比較については、別紙２参照)。 
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c これについては、･･･（変更事項に係る判断については、２回目の部会結果を踏まえて追加） 

２ 過去の答申（平成30年７月20日付け統計委第６号）における「今後の課題」への対応状況 

本委員会は、平成30年に諮問された際の本調査の変更（以下「平成30年変更」という。）に対す

る答申（諮問第115号の答申）において、以下の指摘を行った。 

① 定期的な調査計画の見直し

本調査を取り巻く環境や利活用ニーズの変化の把握に努め、定期的かつ適切に調査計画の

見直しを行う必要がある。 

② 都道府県等が把握している漁獲量等データの公表等の検討

都道府県や市町村が保有する漁獲量等データの所在案内等、広く統計利用者の利便性に配

慮した更なる取組について検討・実施する必要がある。 

（１）定期的な調査計画の見直し

ａ この課題は、従前から、本調査について、諮問を要する変更が行われることが少なく、平 

成30年の諮問についても、統計法の全面施行（平成21年）以降、初めての諮問であったこと

を踏まえ、適時適切な計画の見直しに係る注意喚起として付した課題である。 

農林水産省は、その後、電子メールを用いたオンライン回答の追加など、随時変更が行っ

た上で、今回の変更申請を行っており、今後も、省内の利活用部局との協議などを定期的に

行いつつ、適時調査計画の見直しを行っていくとしている。 

ｂ これについては、･･･（課題対応に係る判断については、２回目の部会結果を踏まえて追加） 

（２）都道府県等が把握している漁獲量等データの公表等の検討

ａ この課題は、平成30年変更において市町村別調査が廃止された際、地方公共団体において

も独自に漁獲量に係るデータを保有している事例が確認されたことを受け、当該データの利

活用促進という観点から付した課題である。 

農林水産省は、令和６年６月に、都道府県等において、本調査とは別に公表されている漁

獲量や水揚げ量等のデータの所在ＵＲＬを、本調査に係る農林水産省のホームページに掲載

し、本調査の利用者が、容易に地方公共団体のデータにもアクセスできるよう対応するとと

もに、都道府県等に対し、独自に保有する漁獲量（又は水揚量）等のデータの整備や公表に

ついて、引き続き協力依頼を行うこととしている。 

ｂ これについては、･･･（課題対応に係る判断については、２回目の部会結果を踏まえて追加） 

３ 今後の課題 

（１）行政記録情報等の更なる活用

本調査においては、従前から、漁業法等に基づく行政記録情報等を審査・集計などの際に活

用してきたところであり、本申請では、一部について、調査事項の代替的活用による調査事項

の削除や報告者における報告の免除が予定されているが、更なる活用の余地もあると考えられ

る。 

そのため、行政記録情報等の電子化の状況等も踏まえつつ、報告者負担及び事務負担の軽減
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並びに調査の効率化等の観点から、行政記録情報等の活用の在り方について、引き続き検討す

ることが必要である。 

（２）海水陸上養殖業に係る実態把握の検討

前記１（２）ア（ウ）に記載したとおり、海水陸上養殖業について、現状では、国内全体の

総量について、統計調査としては十分把握できているとはいえない状況にある。 

しかし、内水面漁業法に基づく届出や法定報告の提出も始まったばかりの段階であり、実態

の統計化を直ちに行うことは困難と考える。一方で、今後における事業の普及・拡大を前提に

すると、海産物の養殖業に係る実態と本調査から得られるデータとの間における乖離が拡大し

ていくことも想定される。 

そのため、法定報告の提出状況や事業者との関係構築の状況等も踏まえつつ、法定報告の情

報を用いた新たな統計の作成も含め、海水陸上養殖業の実態に係る統計の作成について、検討

することが必要である。 
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漁業・養殖業水域別生産統計の世界水域区分図

図中の○付数字は、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の水域区分番号である。

（別紙１）
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【かき類・のり類の養殖に係る調査スケジュール】 （別紙２）

1⽉ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1⽉ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1⽉ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

概要

詳細

7⽉ 8 9 10 11 12 1⽉ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1⽉ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1⽉ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

概要

詳細

現
　
⾏

調査対象期間 ① ② ③

調査実施期間
（回答期間）

公表

N－１年 N年 N＋１年 N＋２年

N年 N＋１年 N＋２年

④

①の回答 ②の回答 ③の回答 ④の回答

変
更
案

調査対象期間 ⓪ ① ② ④

調査実施期間
（回答期間） ①と②の回答 ③と④の回答

公表

③

概要公表（５⽉）
◆年計＜Ｎ年＞（①＋②合計）

詳細公表（２⽉）
◆年計＜Ｎ年＞（①＋②合計）
◆半期別集計（①、②、③）
◆養殖年計（②＋③合計）

概要公表（５⽉）
◆年計＜Ｎ年＞（①＋②合計）
◆半期別集計（①、②）
◆養殖年計（⓪＋①合計）

（注）⓪の半期別集計については、
Ｎ年５⽉に公表済

詳細公表（２⽉）
◆年計＜Ｎ年＞（①＋②合計）
◆半期別集計（①、②）
◆養殖年計（⓪＋①合計）

概要公表（５⽉）
◆年計＜Ｎ＋１年＞（③＋④合計）

概要公表（５⽉）
◆年計＜Ｎ＋１年＞（③＋④合計）
◆半期別集計（③、④）
◆養殖年計（②＋③合計）
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